
（平成２６年１０月２２日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 10 件

厚生年金関係 10 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 4 件



関東（埼玉）厚生年金 事案 8748 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 38 年７月 10 日に、資格喪失日に係る記録を 39 年２月 16 日とし、

申立期間の標準報酬月額を３万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年７月 10 日から 39 年２月 16 日まで 

   私は、Ｂ社から同社の関連会社であるＡ社に出向していたが、その時

期にあたる申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。この期間も継続

して勤務しており、保険料が控除されていたことは明白であるので、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された申立人に係る人事記録、申立人自身の技術記録及び

複数の同僚の供述から、申立人はＡ社に勤務していたことが認められる。 

また、Ｂ社の厚生年金保険被保険者名簿により同社を昭和 38 年７月 10

日付けで資格喪失したことが確認できる 201 人の被保険者が、同日付けで

Ａ社で資格取得していることが確認できるところ、複数の同僚が、当時、

申立人を含め、Ｂ社本社や他県工場からＡ社に多くの職員を出向させてい

たと供述しており、当時の社会保険事務担当者を含む複数の同僚は、出向

者は皆、厚生年金保険に引き続き加入させていたはずであると供述してい

る。 

さらに、申立人が提出したＡ社Ｃ工場発行の昭和 38 年分給与所得の源

泉徴収票における社会保険料の金額から、同社において厚生年金保険料が

控除されていたことが推認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

  



料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記源泉徴収票における社

会保険料控除額及び上記人事記録から、３万 6,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

Ｂ社事業主は、｢当時の資料が残っておらず確認できない｣としているが、

申立期間に係るＡ社の事業所別被保険者名簿の整理番号に欠番が見当たら

ないことから、申立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われたと

は考えられない上、資格の取得及び喪失のいずれの機会においても社会保

険事務所が申立人に係る記録の処理を誤ることは考え難いことから、事業

主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 38 年７月から 39 年１月

までの厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申

立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

  



関東（埼玉）厚生年金 事案 8751 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記録を申

立期間①は 22 万 4,000 円、申立期間②は 16 万 9,000 円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 10 日 

             ② 平成 18 年 12 月 10 日 

    私が、Ａ社に勤務していた期間に支給された賞与のうち、申立期間に

支給された賞与の記録が無い。厚生年金保険料も控除されていたと思う

ので、当該賞与が厚生年金保険の記録に反映されるよう認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の顧問税理士から提出された「17 年３回分賞与一覧表（個人別）

支給日：平成 17 年 12 月 10 日」及び「18 年２回分賞与一覧表（個人別）

支給日：平成 18 年 12 月 10 日」、事業主の供述並びにＢ市市民税課から

提出された平成 18 年給与支払報告書から判断すると、申立人は、申立期

間①及び②において同社から賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行

われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これら

の標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間①及び②の標準賞与額については、上記

賞与一覧表（個人別）において確認できる賞与額又は保険料控除額から、

  



申立期間①は 22 万 4,000 円、申立期間②は 16 万 9,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に

提出することを失念し、申立期間に係る保険料を納付していなかったこと

を認めていることから、社会保険事務所は申立人の当該期間に係る保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  



関東（埼玉）厚生年金 事案 8752 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）に

おける申立期間に係る資格喪失日の記録を昭和 38 年４月１日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を２万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年３月 20 日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、同社から同社Ｃ工場に転勤した申立

期間に係る厚生年金保険被保険者記録が無いので、当該期間を厚生年金

保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社（Ｄ県Ｅ市）に申立期間当時勤務していた複数の同僚の陳述から、

申立人が同社に継続して勤務し（Ａ社から同社Ｃ工場に異動）、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、上記複数の同僚の陳述から、申立人は申立期間において、Ａ社Ｃ

工場に勤務していたと推認できるが、同工場は昭和 38 年４月１日に厚生

年金保険の適用事業所となっている上、複数の同僚が同工場の立ち上げ準

備期間は、Ａ社において給与計算及び社会保険事務を行っていた旨の陳述

をしていることを踏まえると、申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保

険者資格は同社において有すべきものであり、申立人の同社における資格

喪失日に係る記録を同年４月１日とすることが必要である。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、申立人のＡ社における

昭和 38 年２月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、２万円

とすることが必要である。 

  



なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主から回答が得られず、このほかに確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

  



関東（埼玉）厚生年金 事案 8753 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）に

おける申立期間に係る資格喪失日の記録を昭和 38 年４月１日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を 9,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年３月 20 日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、同社から同社Ｃ工場に転勤した申立

期間に係る厚生年金保険被保険者記録が無いので、当該期間を厚生年金

保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社（Ｄ県Ｅ市）に申立期間当時勤務していた複数の同僚の陳述から、

申立人が同社に継続して勤務し（Ａ社から同社Ｃ工場に異動）、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、上記複数の同僚の陳述から、申立人は申立期間において、Ａ社Ｃ

工場に勤務していたと推認できるが、同工場は昭和 38 年４月１日に厚生

年金保険の適用事業所となっている上、複数の同僚が同工場の立ち上げ準

備期間は、Ａ社において給与計算及び社会保険事務を行っていた旨の陳述

をしていることを踏まえると、申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保

険者資格は同社において有すべきものであり、申立人の同社における資格

喪失日に係る記録を同年４月１日とすることが必要である。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、申立人のＡ社における

昭和 38 年２月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、9,000

円とすることが必要である。 

  



なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主から回答が得られず、このほかに確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

  



関東（埼玉）厚生年金 事案 8754 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）に

おける申立期間に係る資格喪失日の記録を昭和 38 年４月１日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を３万 3,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年３月 20 日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、同社から同社Ｃ工場に転勤した申立

期間に係る厚生年金保険被保険者記録が無いので、当該期間を厚生年金

保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社（Ｄ県Ｅ市）に申立期間当時勤務していた複数の同僚の陳述から、

申立人が同社に継続して勤務し（Ａ社から同社Ｃ工場に異動）、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、上記複数の同僚の陳述から、申立人は申立期間において、Ａ社Ｃ

工場に勤務していたと推認できるが、同工場は昭和 38 年４月１日に厚生

年金保険の適用事業所となっている上、複数の同僚が同工場の立ち上げ準

備期間は、Ａ社において給与計算及び社会保険事務を行っていた旨の陳述

をしていることを踏まえると、申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保

険者資格は同社において有すべきものであり、申立人の同社における資格

喪失日に係る記録を同年４月１日とすることが必要である。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、申立人のＡ社における

昭和 38 年２月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、３万

3,000 円とすることが必要である。 

  



なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主から回答が得られず、このほかに確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

  



関東（埼玉）厚生年金 事案 8755 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成 14 年２月１日から同年４月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日に

係る記録を同年２月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 30 万円と

することが必要である。 

なお、事業主が申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人は、申立期間のうち、平成 14 年４月１日から同年８月１

日までの期間、同年９月１日から同年 11 月１日までの期間及び 16 年８月

１日から同年９月１日までの期間について、その主張する標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められ

ることから、当該期間に係る標準報酬月額の記録を、14 年４月及び同年

５月は 30 万円、同年６月は 28 万円、同年７月、同年９月及び同年 10 月

は 30 万円、16 年８月は 56 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 14 年２月１日から 18 年１月 16 日まで 

申立期間について、平成 14 年２月１日から同年４月１日までは被保

険者記録が無く、同年４月１日から 17 年９月１日までの標準報酬月額

は 15 万円、同年９月１日から 18 年１月 16 日までの標準報酬月額は 16

万円となっているが、自分が所持している給料明細書（９か月分）によ

り、給与額は約 28 万円から約 54 万円までの間であったこと、控除され

た厚生年金保険料額は標準報酬月額 30 万円から 56 万円までに基づく額

であったことが分かるので、申立期間に係る年金記録に納得がいかない。

給料明細書が見当たらない期間も含めて、申立期間の年金記録を訂正し

  



てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、平成 14 年２月１日から同年４月１日までの期間に

ついて、雇用保険の加入記録及び申立人が所持している給料明細書によ

り、申立人は、当該期間においてＡ社に勤務し、当該期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められることから、

申立人の同社における資格取得日に係る記録を同年２月１日に訂正する

必要がある。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚

生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額

の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額

を認定することとなる。 

したがって、平成 14 年２月及び同年３月に係る標準報酬月額につい

ては、上記給料明細書により確認できる厚生年金保険料控除額から、30

万円とすることが必要である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義

務の履行については、Ｂ社の代表取締役から回答を得られず、取締役二

人は不明としている上、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当

たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

 

２ 申立期間のうち、平成 14 年４月１日から同年８月１日までの期間、

同年９月１日から同年 11 月１日までの期間及び 16 年８月１日から同年

９月１日までの期間については、上記給料明細書において確認できる給

与額又は厚生年金保険料控除額から、14 年４月及び同年５月は 30 万円、

同年６月は 28 万円、同年７月、同年９月及び同年 10 月は 30 万円、16

年８月は 56 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付する

義務を履行したか否かについては、上述のとおり、Ｂ社の代表取締役か

ら回答を得られず、取締役二人は不明としているものの、上記給料明細

書において確認できる全期間について報酬月額又は保険料控除額に見合

う標準報酬月額と申立人に係るオンライン記録の標準報酬月額が一致し

ていない上、元同僚が所持している給与明細書において確認できる報酬

月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額と同人に係るオンライン記

録の標準報酬月額も長期間にわたり一致していないことから、事業主は、

申立人に係る給料明細書で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合

  



う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所（当時）は、

当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行していないと推認される。 

 

３ 申立期間のうち、平成 14 年８月１日から同年９月１日までの期間、

同年 11 月１日から 16 年８月１日までの期間及び同年９月１日から 18

年１月 16 日までの期間については、当該期間における報酬月額及び厚

生年金保険料控除額について確認できる関連資料（給料明細書、賃金台

帳等）及び周辺事情が見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が当該期間においてその主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

 

 

  



関東（群馬）厚生年金 事案 8756 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 51 年３月 15 日に厚生年金保険被保険者資格を

喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められ

ることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険被保険

者資格の喪失日に係る記録を 50 年３月 15 日から 51 年３月 15 日に訂正す

ることが必要である。 

なお、申立期間に係る標準報酬月額については、昭和 50 年３月から同

年７月までは 11 万 8,000 円、同年８月から 51 年２月までは 10 万 4,000

円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50 年３月 15 日から 51 年３月 15 日まで 

  昭和 45 年にＣ社（現在は、Ｄ社）Ｅ工場に就職し、49 年５月頃から

51 年３月までは関連会社のＡ社に出向した。同年３月にＣ社Ｅ工場に

戻り、60 年７月まで勤務したが、申立期間に係る厚生年金保険の被保

険者記録が欠落している。49 年５月頃から 51 年３月までＡ社に継続し

て勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人のＡ社に係る雇用保険の被保険者記録、Ｂ社から提出された申立

期間当時におけるＡ社の組織編成表、Ｄ社から提出された申立人の昭和

60 年７月 31 日付けの退職願及び複数の同僚の陳述により、申立人が申立

期間においてＡ社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票では、申

立人は昭和 50 年３月 15 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失しているに

もかかわらず、同年８月１日に標準報酬月額の随時改定が行われたことが

認められる。この記録を前提とすると、申立人が同年３月 15 日に厚生年

金保険被保険者資格を喪失する旨の届出を事業主が行ったとは考え難い。 

  



さらに、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申立人と

同時期に同社で厚生年金保険被保険者資格を取得した者のうち６人が、資

格喪失年月日を昭和 50 年３月 15 日から 51 年３月 15 日に訂正されている

ことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人がＡ社で昭和 51 年３月 15 日に厚

生年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を、事業主が社会保険事務所

に対して行ったことが認められる。 

なお、申立期間に係る標準報酬月額については、Ａ社における申立人の

健康保険厚生年金保険被保険者原票により、昭和 50 年３月から同年７月

までは 11 万 8,000 円、同年８月から 51 年２月までは 10 万 4,000 円とす

ることが必要である。 

  



関東（埼玉）厚生年金 事案 8757 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年７月１日から 42 年８月 18 日まで 

② 昭和 42 年９月１日から 45 年９月１日まで 

 年金記録を確認したところ、Ａ社及びＢ社（現在は、Ｃ社）における

厚生年金保険被保険者期間については、脱退手当金が支給されたことに

なっているが、私は、脱退手当金を請求した記憶も受領した記憶も無い。

当時、嫁ぎ先は大変忙しく、請求や受領のために外出できる状況ではな

かった。また、退職後、約１年 10 か月も経過してから請求したことと

なっていることにも納得がいかない。調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は、申立てに係る最終事業所であるＢ社における

厚生年金保険被保険者資格喪失日から約１年 10 か月後の昭和 47 年６月

23 日に支給決定されている上、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿に記載されている女性で、申立人が同社において被保険者資格を喪

失した日の前後２年以内に被保険者資格を喪失した 70 人の中で、脱退手

当金の受給要件を満たしている 20 人のうち、申立人のほかに脱退手当金

の支給記録がある者は一人のみであり、当該支給決定日は喪失日から約３

年１か月後であることから、事業主が申立人の委任を受けて代理請求した

とは考え難い。 

 また、申立人は、脱退手当金が支給されたこととなっている時期には既

に国民年金に加入しており、申立人が当時脱退手当金を請求する意思を有

していたとは考え難い。 

  

  



さらに、申立人は、「当時、実家の両親に年金は大事なので加入してお

いた方がいいという話を聞かされていた。」、「将来は、国民年金と厚生

年金の両方がもらえると思った。」旨の主張をしており、申立人の妹は、

「姉がＢ社に勤務していたのとほぼ同じ頃に自分も同社に勤務していたが、

退社後に一時金などの請求をしたことは無い。日頃から両親は年金が大切

だという話をしていたので、両親や姉が年金を一時金で精算するはずはな

く、そのような話も聞いたことが無い。両親は姉が年金を一時金で精算す

るという話を聞けば、やめるように言ったと思う。」旨の主張をしている

ところ、申立人の両親は昭和 36 年の国民年金制度発足時から国民年金に

加入し、父親は 52 歳からの付加納付を含め、60 歳まで保険料を全て納付

し、母親は 52 年＊月に死亡するまで保険料を全て納付しているほか、妹

に脱退手当金の支給記録は無いことから、申立人及びその妹の主張は信
ぴょう

憑 性が高いと考えられる。 

加えて、申立人の夫は、「社会保険事務所（当時）の場所も知らず、家

族で年金は大切だという話をしていたので、年金を一時金で精算するとい

うことは考えられない。」と主張しているところ、夫は 20 歳から、申立

人の義父母は昭和 36 年の国民年金制度発足時から国民年金に加入し、夫

と義父は１年間の免除期間を除いて 60 歳まで、義母は 60 歳まで保険料を

全て納付しており、当時、申立人と同居していた親族の年金制度に対する
ぴょう

理解及び納付意識は高かったと思われ、夫の主張は信 憑 性が高いと考え

られる。 

なお、申立人のＢ社に係る資格喪失時の健康保険厚生年金保険被保険者

名簿の生年月日は、昭和 22 年＊月＊日のままで訂正されていない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる。 

  



関東（新潟）厚生年金 事案 8758 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、

当該期間の標準賞与額に係る記録を申立期間①は 7,000 円、申立期間②及

び③はそれぞれ 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年８月 25 日 

            ② 平成 16 年２月 25 日 

            ③ 平成 16 年８月 25 日 

年金事務所からの通知により、Ａ社に勤務していた期間に支給された

賞与のうち、申立期間における賞与の記録が無いことが分かった。調査

の上、記録を訂正してほしい。 

 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（申立期間①は 7,000 円、申立期間②及び③はそ

れぞれ 6,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 

  



関東（茨城）厚生年金 事案 8759 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準報酬月額の記録については、20万円に訂

正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 60 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 18 年４月１日から 19 年７月１日まで 

            ② 平成 22 年７月９日 

Ａ社に勤務していた期間のうち、平成 18 年４月１日から 19 年７月１

日までに支給を受けた給与と比較して、当該標準報酬月額が低額となっ

ている。また、申立期間②に係る賞与の記録が無い。当該期間について

厚生年金保険の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間①に係る標準報酬月額の相違について申し立てて

いるが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月

額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することになる。 

申立人が所持する給与明細書、銀行から提出された取引明細表及び市

が保管する平成 18 年分及び 19 年分所得課税証明書で確認又は推認でき

る保険料控除額から、申立人は、当該期間において、オンライン記録よ

り高額の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていることが認められる。 

また、申立人の申立期間①に係る標準報酬月額については、上述の給

  



与明細書、取引明細表及び所得課税証明書において確認又は推認できる

厚生年金保険料控除額から、20 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料の納付義務を履行したか否かにつ

いては、事業主から回答は無いが、オンライン記録において標準報酬月

額を訂正した記録も見当たらない上、上述の給与明細書、取引明細表及

び所得課税証明書で確認又は推認できる保険料控除額に見合う標準報酬

月額とオンラインに記録されていた標準報酬月額が長期にわたり一致し

ていないことから、事業主は、給与明細書、取引明細表及び所得課税証

明書で確認又は推認できる厚生年金保険料控除額に見合う報酬月額を届

け出ておらず、その結果、社会保険事務所（当時）は当該報酬月額に見

合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

２ 申立期間②については、申立人が提出したＡ社に係る平成 22 年７月

９日付け賞与明細書により、申立人は、当該賞与から厚生年金保険料が

控除されていることが確認できる。 

しかし、申立人は、平成 22 年７月１日にＡ社の厚生年金保険被保険

者資格を喪失し、同日に当該事業所の関連会社であるＢ社で厚生年金保

険の被保険者資格を取得していることから、賞与が支給された同年７月

９日はＡ社において厚生年金保険の被保険者でなかったことが確認でき

る。 

また、厚生年金保険法第 19 条において「被保険者期間を計算する場

合には、月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその資格

を喪失した月の前月までをこれに算入する。」とされており、さらに、

第 81 条第２項において「保険料は、被保険者期間の計算の基礎となる

各月につき、徴収するものとする。」とされている。 

これらを総合的に判断すると、平成 22 年７月は、申立人がＡ社にお

いて厚生年金保険の被保険者とはならない月であり、当該賞与について

は、保険料の徴収の対象とはならないことから、申立人の申立期間②に

おける厚生年金保険料の標準賞与額に係る記録の訂正を認めることはで

きない。 

 

 

  



関東（埼玉）国民年金 事案 5526（埼玉国民年金事案 3229 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 39 年４月から 44 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 39 年４月から 44 年４月まで 

私は、当初、昭和 39 年５月頃、国民年金の加入手続を行い、国民年

金保険料を納付した記憶があったが、年金事務所の助言により、申立期

間を 42 年１月から 44 年４月までの期間に変更の上、年金記録確認埼玉

地方第三者委員会（当時）に申立てを行ったが、認められなかった。 

今回、新たな資料や事情は無いが、私は、昭和 39 年４月頃、勤務先

から帰宅した主人が友人から聞いたと言って私に国民年金の話をしたこ

と、その際、国民年金保険料が毎月 200 円ぐらいなら家計にも響かない

だろうから早速手続するようにと主人から勧められ、翌日、私がＡ町役

場（現在は、Ｂ市役所）に行き、国民年金の加入手続を行ったこと、及

び国民年金保険料は毎月自宅に来た婦人会の集金人に納付し、領収書の

代わりに印紙を年金手帳の台紙に貼ってもらったことをはっきり覚えて

いるので、同年４月から 41 年 12 月までの期間も申立期間に追加した。 

私は、確かに国民年金保険料を納めており、納得できないので、再申

立てをした。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間のうち、昭和 42 年１月から 44 年４月までの申立てについて

は、申立人の国民年金手帳記号番号は同年７月に払い出され、申立人

は、国民年金任意加入被保険者資格を同年５月 22 日に取得しており、

申立期間は未加入期間であり、制度上国民年金保険料を納付すること

はできず、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も

見当たらないことなどから、既に年金記録確認埼玉地方第三者委員会

の決定に基づく平成 22 年６月９日付け年金記録の訂正は必要でないと

  



する通知が行われている。 

今回、申立人は、年金記録確認埼玉地方第三者委員会の決定に納得で

きないとして申し立てているが、申立人からは新たな資料等の提出は無

く、当委員会においてこれまでに収集した資料等を含めて再度検討した

が、年金記録確認埼玉地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき新た

な事情は見当たらないことから、申立人は申立期間のうち、昭和 42 年

１月から 44 年４月までの国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 

 

２ 今回、申立人は、新たに昭和 39 年４月から 41 年 12 月までの期間に

ついて、39 年４月頃、国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を

納付していたとして、前回の申立期間である 42 年１月から 44 年４月ま

での期間に追加し、申立てを行っているが、前述のように、申立人の国

民年金手帳記号番号は同年７月に払い出され、申立人は、国民年金任意

加入被保険者資格を同年５月 22 日に取得していることから、申立期間

は未加入期間であり、制度上、保険料を納付することはできない期間で

ある。 

また、当委員会において再度、オンラインの氏名検索等により調査し

たが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当た

らない上、申立人が、昭和 39 年４月から 41 年 12 月までの期間の国民

年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は

無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

 

３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

  

  



関東（埼玉）国民年金 事案 5527 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年６月から 56 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年６月から 56 年３月まで 

私は、昭和 46 年６月に会社の正社員から嘱託社員となり、厚生年金

保険と健康保険の被保険者資格を喪失したので、自分自身で国民年金及

び国民健康保険の加入手続を行い、それぞれの保険料を納付していた。

当時の確定申告書の社会保険料控除欄に、国民年金保険料及び国民健康

保険料を記載して申告を行っていたはずである。 

申立期間を国民年金保険料納付済期間に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和46年６月に当時勤務していた会社の正社員から嘱託社員

となり、厚生年金保険の被保険者資格を喪失したので、自分自身で国民年

金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付していたと申述しているが、

国民年金の加入手続及び保険料納付に関する記憶が明確ではなく、これら

の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和57年１月頃に払い出されたと推認され、その時

点では、申立期間の大部分は時効により国民年金保険料を納付できない期

間である上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立期間は118か月と長期間であり、行政においてこれほど長

期間にわたり記録管理に誤りが続いたとは考え難い上、申立人が申立期間

の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

  



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

  



関東（新潟）国民年金 事案 5528 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59 年 12 月から 60 年４月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59 年 12 月から 60 年４月まで 

私は、昭和 59 年 12 月頃にＡ市役所（現在は、Ｂ市役所）で国民年金

の加入手続を行い、国民年金保険料も同市役所で、毎月納付書により納

付していたはずである。 

申立期間が国民年金の未加入期間となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和59年12月頃にＡ市役所で国民年金の加入手続を行ったと

申述しているが、申立人の国民年金手帳記号番号前後の被保険者に係る国

民年金被保険者資格取得時期から、申立人の当該記号番号は、61年９月頃

に払い出されたと推認され、この頃、申立人の国民年金の加入手続が行わ

れたと考えられ、申立人の記憶する加入手続時期と相違するほか、申立人

に係るＡ市の国民年金被保険者名簿及びオンライン記録によると、申立人

の国民年金被保険者の資格取得日は、同年６月１日となっていることが確

認できる上、申立人が所持する年金手帳の「初めて被保険者となった日」

欄には、「昭和61年６月１日」と記載されていることから、申立期間は国

民年金の未加入期間であり、制度上、保険料を納付することはできない期

間である。 

また、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申

立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない上、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

 

 

 



断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

  



関東（埼玉）国民年金 事案 5529 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年８月から 50 年５月までの期間及び同年９月から 57

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年８月から 50 年５月まで 

            ② 昭和 50 年９月から 57 年３月まで 

私は、昭和 48 年８月に結婚した後、国民年金の加入手続については

覚えていないが、送られてきた国民年金保険料の納付書を使って定期的

に自分で保険料を納付していた記憶があるのに、57 年３月までの８年

もの間、保険料を納付していないとは考えられない。年金記録問題が起

きる２、３年前までは領収書等の納付済みの書類を保管していたが、処

分してしまった。 

申立期間が国民年金の未加入期間となっていることに納得できない。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続については覚えていないとしているほか、

申立期間の保険料納付に関する記憶が明確でなく、これらの状況が不明で

ある。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から昭和 57 年４月頃に払い出されたと推認され、この頃、

申立人の国民年金の加入手続が行われたものと考えられるところ、オンラ

イン記録及び国民年金被保険者台帳によると、申立人の国民年金被保険者

の資格取得日及び被保険者の種別は、同年４月 23 日に任意加入となって

いることが確認できるほか、申立人が所持する年金手帳の資格取得日欄に

は、｢昭和 57 年４月 23 日・任｣と記載されていることから、それ以前の期

間である申立期間は、国民年金の未加入期間であり、制度上、国民年金保

険料を納付することはできない期間である。 

  



さらに、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない上、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

  



関東（新潟）厚生年金 事案 8749 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 51 年３月 26 日から 55 年 12 月５日まで 

私は、申立期間において、Ａ社に勤務していたが、同社での厚生年金

保険の記録が無い。同社の社員であったことは社員旅行の写真でしか確

認できないが、毎日、Ｂ工事の現場に直行していた。 

申立期間について、厚生年金保険料が控除されていたことを示す資料

等は無いが、保険料は給与から控除されていたはずなので、厚生年金保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時、Ａ社に勤務し、厚生年金保険の被保険者記録が認められ

る複数の同僚の供述から判断すると、期間の特定はできないものの、申立

人が同社のＢ工事に従事していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ａ社の当時の事業主は既に死亡しており、当該事業を継

承した元事業主は、「当時の資料は残っておらず、申立人が勤務していた

かどうかも分からない。」と述べているとともに、申立人の申立期間に係

る雇用保険の記録は確認できない。 

また、上記同僚のうち複数の同僚が、「申立人は、正社員でなく下請だ

った。」と述べているとともに、「申立期間に同社には下請が入っており、

下請は厚生年金保険に加入していなかった。」と述べている。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、昭和

45 年６月５日から平成元年３月１日までの期間に同社で厚生年金保険の

被保険者資格を新規に取得した者は 81 人いるが、当該 81 人の中に申立人

の氏名は無く、当該被保険者原票の健保番号に欠番は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

  



認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



関東（茨城）厚生年金 事案 8750 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50 年６月６日から 53 年８月１日まで 

  私は、Ａ社Ｂ工場に、昭和 46 年８月から 53 年７月末までの期間、勤

務していたが、申立期間の厚生年金保険の記録が欠落している。50 年

春に出産のため２か月ほど産前産後休暇を取得したが、その後は同工場

に職場復帰し、申立期間も間違いなく勤務していた。 

調査の上、当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の供述から、期間は特定できないものの、申立人がＡ社Ｂ工

場に勤務していたことはうかがえる。 

 しかしながら、Ａ社Ｂ工場は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっ

ており、事業主及び当時の工場長とも連絡が取れないことから、申立人の

申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

 また、申立人のＡ社Ｂ工場における雇用保険の離職日は、昭和 50 年６

月５日となっているところ、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者

原票の資格喪失日は、同年６月６日となっており、オンライン記録と符合

している上、当該原票の「証返納年月日」欄に「50.6.18」の記載がある

ことから､同年６月 18 日に健康保険厚生年金保険被保険者証を返納してい

ることが確認できる。 

 さらに、申立人は申立期間において国民年金の被保険者になっており、

当該期間に係る国民年金保険料を全て現年度で納付していることが、国民

年金被保険者台帳及びオンライン記録により確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

 

  

  

  

 



できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

  



関東（群馬）厚生年金 事案 8760 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年２月１日から 57 年３月１日まで 

昭和 49 年９月１日から平成４年３月 31 日までの期間は、Ａ事業所

（勤務地は、Ｂ事業所）で継続して勤務していたにもかかわらず、申立

期間が厚生年金保険の被保険者期間になっていない。申立期間について

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ事業所から提出された保存文書により、期間の特定はできないものの、

申立人が申立期間のうち、一部の期間について同事業所に勤務していたこ

とはうかがえる。 

しかしながら、Ａ事業所から提出された申立人に係る社会保険被保険者

台帳には、昭和 57 年３月１日入社、同日厚生年金保険資格取得の記載が

確認できる上、同事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれ

ば、申立人の被保険者記録は、49 年９月１日から 55 年２月１日までを整

理番号（健康保険証の番号）「＊」で、57 年３月１日からは「＊」で管

理されており、整理番号「＊」の健康保険証は 55 年２月 25 日に返納され

た記録が確認できる。 

また、Ａ事業所の被保険者名簿において、申立期間に被保険者資格を取

得した者の中に申立人の氏名は無い上、複数の同僚は「申立人は休職して

いた時期がある。」旨を供述している。 

このほか、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



関東（茨城）厚生年金 事案 8761 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59 年９月１日から同年 11 月 21 日まで 

Ａ社から子会社であるＢ社（名称変更後は、Ｃ社）に異動した時期の

厚生年金保険被保険者記録が確認できない。新規事業を立ち上げるため

に社長の命で異動したが、社会保険などの手続については親会社である

Ａ社で継続して行っていた。申立期間について厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の供述及び法人登記簿謄本により、申立人が申立期間にＣ社で勤

務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、昭和

59 年 11 月 21 日であり、申立期間については適用事業所となっていない。 

なお、申立人は異動当初、４人で事業を行っていたと供述していると

ころ、申立期間当時の厚生年金保険法では、事業所が法人であったとし

ても５人未満の事業所は強制適用事業所にはなっていない。 

また、Ｃ社で被保険者記録が確認できる複数の者に照会したが、申立

人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる資料及び

供述を得ることができない。 

さらに、Ｃ社は昭和 61 年９月１日に適用事業所ではなくなっており、

Ａ社に照会をしたが、当時の資料が無く申立人が申立期間に厚生年金保

険に加入していたのかどうか及び申立人の給与から厚生年金保険料を控

除していたのかどうかについて不明との回答であった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

 

 

  




